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２ 新潟構想区域 

 

 新潟市、五泉市、阿賀野市、阿賀町（３市１町） 

 

 

１ 地域特性 

(1)  地勢・面積 

 ○ 新潟構想区域は、県の中央部よりやや北側に位置し、北西部の海岸地域から

平野、丘陵、東部の山間地に跨がり、面積は、2,224km²で、７区域中３番目に

広い面積を有しています。 

 

 (2)  交通事情 

     ○ 県都新潟市は、空港や港湾、新幹線、高速道路網が整備された交通拠点であ

り、阿賀野市、五泉市、阿賀町とは羽越本線・磐越西線で結ばれています。ま

た、磐越自動車道や国道 49 号・403 号など様々な道路で、各市町が結ばれてい

ます。 

 

(3) 特徴   

     ○ 新潟市中央区に全県一区の高度・専門的医療を担う医療機関が複数立地して

います。 

 ○ 構想区域として非常に完結率が高くなっています｡(区域内市町単位での流

出入は大きく、地域差があります｡） 

 ○ 手術等の急性期は新潟市内の病院に入院し、地元医療機関で長期療養・リハ

ビリを受ける患者が多くなっています。 

     ○ 緊急性の高い疾患においても、急性期病院まで車で 90 分を超える地域もあり

ます。 

 

２ 人口動態 

(1)  人口   

 ○ 新潟構想区域の人口を見ると、平成 22（2010）年には約 92 万人でしたが、平

成 37（2025）年には約 85 万５千人に、平成 52（2040）年には約 74 万５千人ま

で減少する見込みです。 

 ○ また、年齢３区分別に見ると、平成 22（2010）年から平成 37（2025）年にか

けて、65 歳以上の高齢者人口が約５万５千人増加する一方で、15 歳から 64 歳

までの生産年齢人口は約９万３千人減少すると見込まれています。 
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新潟構想区域における年齢３区分別人口及び高齢者（65・75 歳以上）人口割合の推移 

 

資料：Ｈ2 年～Ｈ27 年 国勢調査（総務省） 

  ：Ｈ32 年～Ｈ52 年「日本の地域別将来推計人口(Ｈ25.３月推計)」（国立社会保障・人口問

題研究所） 

 

(2) 世帯数 

 ○ 新潟構想区域の高齢者世帯の推移を見ると、近年は増加が続いており、高齢

者単独世帯は、平成２（1990）年から平成 27（2015）年にかけて 25,017 世帯

増加し、4.1 倍の増加となっています。 

 〇 また、高齢者のみ夫婦世帯は、平成２（1990）年から平成 27（2015）年にか

けて 23,624 世帯増加し、4.0 倍の増加となっています。 

 

新潟構想区域における高齢者世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（総務省） 

65 歳以上人口割合 

75 歳以上人口割合 
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３ 現状の医療・介護の連携体制と受療動向 

(1)  病院の立地状況図  

新潟市

阿賀野市

阿賀町

五泉市

㊾
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㉝
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㉟
㊱

㊲
㊳

㊴

㊵

㊶ ㊷
㊸

㊹

中央区：⑩～㉓

 

① 厚生連豊栄病院 ● ㉖ 下越病院 ●▲

② 松浜病院 ㉗ 新津医療センター病院 ●

③ 新潟リハビリテーション病院 ㉘ 新津信愛病院

④ 南浜病院 ㉙ 新潟白根総合病院 ●

⑤ 新潟医療生活協同組合 木戸病院 ● ㉚ 白根大通病院

⑥ 河渡病院 ㉛ 白根緑ヶ丘病院

⑦ 桑名病院 ● ㉜ 厚生連新潟医療センター ●

⑧ 新潟臨港病院 ● ㉝ 済生会新潟第二病院 ●□▲

⑨ 末広橋病院 ㉞ 国立病院機構 西新潟中央病院

⑩ 総合リハビリステーションセンター みどり病院 ㉟ 黒崎病院

⑪ とやの中央病院 ㊱ 佐潟荘

⑫ 新潟県はまぐみ小児療育センター ㊲ 信楽園病院 ●

⑬ 新潟県立がんセンター新潟病院 ●■ ㊳ 新潟信愛病院

⑭ 新潟市民病院 ○●□■▲ ㊴ 新潟脳外科病院 ●

⑮ 新潟大学医歯学総合病院 ○●■▲ ㊵ 聖園病院

⑯ 新潟中央病院 ● ㊶ 新潟西蒲メディカルセンター病院

⑰ 新潟万代病院 ㊷ 潟東けやき病院

⑱ 新潟南病院 ● ㊸ 岩室リハビリテーション病院

⑲ 竹山病院 ㊹ 西蒲中央病院

⑳ 東新潟病院 ㊺ 南部郷厚生病院

㉑ 日本歯科大学医科病院 ㊻ 南部郷総合病院 ●

㉒ 日本歯科大学新潟病院 ㊼ 北日本脳神経外科病院 ●

㉓ 猫山宮尾病院 ● ㊽ 脳神経センター阿賀野病院

㉔ 亀田第一病院 ● ㊾ あがの市民病院

㉕ 椿田病院 阿賀町 ㊿ 新潟県立津川病院 ●△
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○　救命救急センター ●　救急告示病院 □　地域医療支援病院

■　がん診療連携拠点病院 △　へき地医療拠点病院 ▲　災害拠点病院
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(2)  医療資源の現状   

     ○ 新潟構想区域は他の区域に比べ医療資源が充実しており、県内病院の約４割

が集中しています。 

     ○ 特に新潟市には、中心部に特定機能病院※の指定を受け、高度救命救急セン

ター及びドクターヘリ※基地病院機能を持つ新潟大学医歯学総合病院、都道府

県がん診療連携拠点病院の県立がんセンター新潟病院、救命救急センターを併

設し、地域の高度な救急医療の中心を担っている新潟市民病院などの高度急性

期医療を提供する病院が立地するほか、中心部以外にも各地域における基幹的

な病院として急性期医療を提供する病院が立地しています。 

     ○ 回復期及び慢性期病床を有する病院についても、主に急性期を担う病院に比

べると数は少ないものの、各地域に立地しています。 

 

(3)  構想区域内の受療動向〔第２章参照〕 

     ○ 患者の受療動向について、構想区域全体としては非常に高い完結率となって

います。 

 ○ 悪性新生物、脳血管疾患、心疾患等、主要な疾病別に見ても、高い完結率と

なっています。 

 ○ しかしながら、医療機関は新潟市に集中していることから、市町単位での流

出入は多く、特に、救急医療や高度・専門的医療については、新潟市への流入

が多くなっています。 

 〇 脳卒中や急性心筋梗塞などの「待てない疾病」に関しては、概ね車で 60 分

以内の範囲に対応医療機関がありますが、一部には車で 90 分を超える地域も

あることから、新潟市中心部を除く各地域において、二次救急医療を提供する

病院が担う役割が重要となっています。 

        

４ 入院医療及び居宅等における医療 

(1)  入院医療 

 ○ 新潟構想区域における入院患者は、高度急性期～慢性期の全ての病床機能に

おいて、他構想区域への流出数よりも他構想区域からの流入数が超過していま

す。 

 

(2)  居宅等における医療 

   ○ 新潟構想区域は、在宅医療等を実施していない医療機関も多く、今後増加す

ることが見込まれる老人慢性疾患患者を地域で受け入れるための体制の構築が

必要と考えられます。 
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５ 将来の医療提供体制を実現するための施策の検討  

(1)  病床の機能分化及び連携の推進 

【現状と課題】 

＜ 医療資源が集積する地域 ＞ 

○ 高度急性期については、新潟市内に医療資源が集積し、全県一区の医療機能

を持つ病院も複数立地するなど、構想区域を問わず提供すべき医療機能を担っ

ていることから、限りある医療資源の効果的な活用を図るため、市外や構想区

域外からの患者流入を前提として、高度・専門的医療の量及び質の確保と広域

的な連携体制の構築が求められています。 

＜ 医療資源が一定程度確保されている地域・医療資源が少ない地域 ＞ 

     ○ 構想区域内には、疾病によっては対応医療機関まで車で 90 分を超える地域も

あり、また、回復期以降における病状の急変時の受入機能も担うことから、各

地域において二次救急医療を含む急性期機能を担う基幹的な病院が果たす役割

は重要です。 

 〇 訪問診療など在宅医療等の充実は重要な課題ですが、地域によっては、在宅

医療を担っている診療所の医師の高齢化も進んでいくことが想定され、世代交

代について不安があります。新しく在宅医療を担う診療所の医師を確保するた

めに研修等を実施し、啓発を行うことも重要ですが、病院が在宅医療へ関わる

仕組みを構築するなど、地域の実情を踏まえた検討を行う必要があります。 

     〇 周産期や小児の入院医療を扱う施設・病院がない市や区があり、市外や構想

区域外の施設・病院が対応しています。 

     〇 分娩数や小児人口は、今後も減少が見込まれますが、周産期医療や小児医療

は、救急対応も含め、安全かつ高いレベルの医療を確保し続ける必要がありま

す。 

     〇 公共交通機関の不便な地域においては、病院がバスを運用しているところが

あります。今後、病院機能の分化が進んだ場合、特に高齢者世帯では自家用車

等で通うことが困難な状況が増えることも予想されています。 

○ 南部郷総合病院及び北日本脳神経外科病院については、施設の老朽化、非効

率化や医師・看護師不足への対応のため、すでに設置民間法人において統合が

計画されており、今後も地域の中核的医療を担うとともに、在宅療養後方支援

病院※としての機能強化が必要であると考えられます。また、両病院は、統合

により病床数を半減する計画であり、稼働率の向上、地域連携の充実、在宅医

療等の受け入れ体制の整備を図ることが、地域の中で望まれています。 

○ あがの市民病院における地域包括ケアシステム構築に向けた取組として、急

性期病棟の一部を地域包括ケア病棟※に転換しました。また、訪問看護ステー

ションも 24 時間応需で、市内の医療機関と連携しています。今後の慢性期の医

療・介護ニーズに対応するため、地域では、退院支援とともに在宅療養の支援

機能を確保していくことが求められています。 

     ○ 福島県と隣接する阿賀町は医療資源の充実した地域から遠いため、二次救急

医療体制の中核をなす町内唯一の病院である県立津川病院の存在は重要です。 

○ 精神科について、阿賀町民の需要は高いものの町内の医療機関のみでは対応

できないため、新潟市内の医療機関に入院を含め受診しています。 
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〇 地域医療構想実現のためには、将来の地域の医療提供体制についての住民の

理解が不可欠であることから、住民に対し、適時に情報提供や普及啓発を行っ

ていく必要があると考えられます。 

＜ 共通 ＞ 

○ 地域における各医療機関の役割分担を明確にした上で、不足する回復期病床

などへの転換を検討していく必要があると考えられます。  

     ○ 今後更に高齢化が進むため、より地元に近いところでの医療提供が望まれる

ことから、高度急性期を脱した患者の対応や、二次救急医療、急性期医療、そ

の後の回復期・慢性期における医療については、地元の医療機関で対応できる

ことが求められています。 

○ 特に、より住民に身近な在宅医療や訪問診療については、病院、診療所、介

護保険施設等が今後も連携を推進していく必要があり、今後更に需要が増える

と考えられるため、質・量ともに充実が求められています。 

〇 市町境をまたぎ、ときには構想区域の枠を越えての患者移動が多い疾病では、

クリティカルパス※等の活用を進めることが重要です。特に高齢者に多い疾病

（大腿骨骨折、脳血管疾患等）では有効と考えられます。 

〇 将来の人口構成を踏まえ、各医療機関が情報を共有し、それぞれの役割を認

識し、協調を図ることが重要です。そのため、今後も行政が医療機関に対して

定期的な情報の提供を行い、協議の推進を図る必要があり、新潟構想区域とし

て会議等を開催し、情報提供や機能分化における協議を継続していく必要があ

ると考えられます。 

〇 協議に当たっては、介護保険施設等との連携も重要となります。そのため、

協議の場には、介護保険施設関係者等の医療以外の関係者が幅広く参加した上

で、地域における多職種間の情報共有を行えるような仕組みも必要です。 

〇 病床の機能分化を推進するには、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用して医療・

看護・介護等の情報を共有しつつ、患者の病状に応じた適時の転退院など医療

機関同士又は医療機関と介護保険施設等との連携を進めていくことが重要とな

ります。 

 

【施策の方向性】 

＜ 医療資源が集積する地域 ＞ 

○ 高度・専門的医療に係る資源を集約化し、効率的に提供する体制の整備を検

討します。また、そのスケールメリット（症例の集積など）を活かしながら、

医師をひきつける魅力的な環境づくりの検討を行います。 

＜ 共通 ＞ 

○ 平成 37（2025）年（若しくはそれ以降）を見据え、回復期リハビリテーショ

ン病棟等施設設備整備など、医療機関の自主的な病床機能転換の促進に取り組

みます。 

○ 地域医療体制の充実のためにコーディネーター機能の強化に取り組みます。 
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(2) 居宅等における医療の充実 

【現状・課題】 

＜ 医療資源が集積する地域 ＞ 

〇 新潟市の中央区や西区など医療資源の多い地域では、看護小規模多機能型居

宅介護施設、在宅医療ネットワークに参加している診療所等により、看取りま

での在宅医療が行われていますが、容態悪化時等には、患者本人や家族の意向

で希望する病院に入院することがしばしばあり、病院で看取られるケースも多

くなっています。 

〇 新潟市では介護保険施設等の整備を前倒しで進めたことなどから、入所まで

の調整に時間を要するケースもあるものの、需要に対応することができていま

す。しかし、今後高齢者が増加した場合に、不足が生じてこないかを注視する

必要があります。また、自宅での在宅医療について、一般市民及び医療関係者

に積極的な選択肢の一つとなるよう、周知を図る必要があると考えられます。 

○ 訪問看護ステーションは新潟市内に 51 施設ありますが、小規模な事業所が多

く、経営基盤の強化や人材育成等が課題となっています。 

 

＜ 医療資源が一定程度確保されている地域・医療資源が少ない地域 ＞ 

〇 自宅における在宅医療を希望する人は現在のところ限られています。就労世

帯・老老世帯や単身世帯が増加する中、家庭の介護力が低下しているため自宅

で過ごしたいと思っていても、家族等に負担をかけたくない、介護者がいない

等の理由で、施設入所を希望することが多くなっています。なお、経済的な理

由から施設に入所できない場合に、やむを得ず自宅での在宅医療を選択するケ

ースもあります。 

○ 五泉市東蒲原郡医師会では平成 28（2016）年４月に在宅医療推進センター※

を設置し、「五泉市在宅医療・介護ネットワークの会」の活動を推進しながら、

在宅医療提供体制のコーディネートや在宅医療に係る住民への普及啓発、在宅

医療関係者に対する人材育成への取組を進めています。 

○ また、同センターは、阿賀町においては訪問看護ステーションに併設され、

病院・診療所のバックアップ体制のもと、町民からの在宅医療や入退院支援等

の相談に応じる取組を始めています。 

○ 阿賀町は高齢化率が非常に高いものの、介護老人保健施設、特別養護老人ホ

ーム、小規模多機能型居宅介護施設等が整備されており、退院後の行き場につ

いては、介護サービスと医療が連携をとって対応しています。また、患者の急

変時には、県立津川病院が在宅療養支援病院※として、24 時間応需で療養体制

を支えています。 

○ 阿賀町では、高齢者の一人暮らしや高齢者のみの世帯が増加していることに

加え、公共交通網が脆弱なため、通院困難者が多く存在し、在宅医療の需要が

増加しています。 

○ 県立津川病院及び町の診療所では、病院の外来患者に対し、訪問診療、訪問

看護、訪問リハビリを実施しています。また、へき地には、町の診療所が巡回

診療を行っていますが、薬を薬局に取りに行くことが困難な人が多数います。 
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＜ 共通 ＞ 

〇 住民が必要とする医療・介護サービスを切れ目なく提供し、最期を迎えると

きに確実に看取りを行うためには、患者の循環サイクル・ルートに照らし合わ

せ、病院、診療所、歯科診療所、薬局、訪問看護等の医療関係機関と、介護保

険施設等との連携が重要となります。行政も加わり、地域における情報、課題

を関係者で共有し、役割を分担しながら問題解決に向け協議できる場を定期的

に設けることで、連携を推進していく必要があると考えられます。 

〇 訪問診療、訪問看護、訪問薬剤管理指導、訪問リハビリテーション、訪問栄

養ケア又はこれらの後方支援などを行う医療機関等が、地域の在宅医療資源情

報を共有し、住民へ情報提供を図り、連携して在宅医療を推進できる体制を整

備することが重要となります。 

○ 新潟市では、市医師会の在宅医療・介護連携センターや各区のステーション、

在宅医療ネットワーク、地域の病院間の連携会議等を活用して関係者が情報を

共有し、それぞれの機能を理解しながら連携を推進しています。 

○ 五泉市には平成 27（2015）年度に「五泉市在宅医療・介護ネットワークの会」

が立ち上がり、医師会、歯科医師会、薬剤師会、病院、介護事業所、行政（市、

保健所）が参加し、情報交換や課題の検討に取り組んでいます。医療・介護の

連携は必須であり、今後もこうした取組を推進していくとともに現場での実績

を向上させていく必要があると考えられます。 

○ 阿賀町では「阿賀町病診連携会議」において、病院、診療所、薬局、訪問看

護ステーション、包括支援センター、消防、行政（町、保健所）が情報交換や

課題の検討に取り組んでいます。今後もこうした取組を推進する必要があると

考えられます。 

〇 看取り対応については、高齢化の進展や病床数が減少する地域もあることか

ら、介護保険施設等や居宅での看取りを進めていく必要があると考えられます。

地域では、介護保険施設等や居宅で患者の意思を尊重した看取りができるよう、

在宅医療の体制整備、多職種連携の推進、住民への啓発（最後の迎え方、死生

観等）や施設職員（看護職員等）の資質向上（看取りの技術等）が求められて

います。 

○ 病院から地域住民のもとへ出向き、看取り等の啓発活動を行うような取組姿

勢も必要と考えられます。 

○ また、施設での看取りは、施設長の考え方により対応が大きく異なることか

ら、医師と施設関係者と患者・家族とが看取りに対する考え方を共有する取組

を進めることが重要です。 

○ 特別養護老人ホームは、軽度の入院患者（要介護度３以上）の受け皿の役割

を担っていることを踏まえ、特養の嘱託医を他の医療機関等が連携してバック

アップする体制の整備が必要と考えられます。 

 

【施策の方向性】 

＜ 共通 ＞ 

○ 地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を推進し、患者に適した療養環境

を提供できる体制の確保を目指します。 
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○ 在宅医療（看取りを含む｡）推進のための基盤・環境の整備を検討します。 

・  在宅医療推進センターの運営、地域のネットワーク会議による多職種間の

連携推進、ＩＣＴシステムの構築・活用、職員の資質向上、在宅医療普及の

ための市民への啓発活動、摂食嚥下障害への対応、経管栄養、簡易懸濁法※

の普及啓発 等 

    ・ 在宅連携を受ける医療機関等が入退院時カンファレンス等に参加して、情

報を共有するシステムのモデル事業 

○ 退院後、地域で継続したリハビリテーションを受ける体制の整備を検討しま

す。 

○ 福祉・介護・医療関係者が連携した世帯全体への包括的な生活支援対策に関

する取組への支援を検討します。 

 

(3) 医療・介護人材の確保・育成 

  【現状・課題】 

＜ 共通 ＞ 

○ 構想区域内の人口構成は、高齢者人口の増加、生産年齢人口の減少に伴い、

医療・介護の担い手確保・養成が必要不可欠となっています。特に阿賀町では、

近い将来、高齢者人口が生産年齢人口を上回ると予想され、医療・介護人材の

確保が喫緊の課題となっています。 

○ 将来を見据え、医療・介護は人々の生命や生活を支える基盤となる営みであ

ることを踏まえ、学校教育においても医療・介護に関する教育を行い、幼少期

から、その年齢に応じた医療・介護に関する理解を普及することも重要となり

ます。 

 

【施策の方向性】 

＜ 共通 ＞ 

○ 二次救急医療体制の維持、在宅療養を後方支援する病院機能を強化するため

の人材（医師、看護職員等）確保を目指します。 

○ 在宅医療・介護を支える人材の確保・育成を目指します。 

○ 医療・介護従事者の職務遂行能力の向上を図るための取組（他事業所の訪問

看護への同行や情報交換等の機会の確保など）を検討します。 

 

６ 施策の検討に当たって議論された内容 

（今後の施策展開の視点として提出された意見等） 

(1)  病床の機能分化及び連携の推進 

＜ 医療資源が一定程度確保されている地域・医療資源が少ない地域 ＞ 

   ○ 行政には、公共交通機関等の交通インフラの整備、充実を推進することが求

められています。また、各病院でも対応を検討することが重要です。 

〇 産科医や小児科医は県全体で不足しており、限られた医師数で安全かつ質の

高い医療を県内で受けることができる体制を確保するためには、核となる病院

をいくつか選択し、人員を集中的に配置することについて県を中心とする行政、

大学、各科関連病院等で検討することが必要と考えられます。 
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(2) 居宅等における医療の充実 

＜ 共通 ＞ 

○ 介護療養病床から介護保険施設等への転換など、介護保険施設等の整備促進

を検討します。 

○ できるだけ自立した生活を維持し、外来医療を利用できるように、通院手段

の確保対策を検討します。 

 

(3) 医療・介護人材の確保・育成 

＜ 共通 ＞ 

○ ケアマネジメント機能の強化を図るための取組を検討します。 

    ・ ケアマネジャーの分析力、予後予測力、説明力等の養成 

 


